
公共施設再生計画の取り組み 
～未来のために～ 

習志野市長 宮 本 泰 介 

平成26年１月15日 
公共施設再生に関するシンポジウム 

http://www.city.narashino.lg.jp/index.html


公共施設再生計画 

•情報化の進展 

•情報発信元の不特定化 

•真贋性の低下 

•価値観の多様化 
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ニーズの増加・多様化 
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団塊世代 

団塊Ｊｒ 

団塊ＪｒのＪｒ 

人口構成（現在） 
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人口構成（２５年後） 

働
き
手
の
減
少 

団塊世代 
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•少子化 

•働き手の減少 

•社会資本整備の担い手減少 

•社会保障の受給者増加 
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縮小していく財源 
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縮小していく 
財源 

ニーズの 
増加・多様化 

「思いやり」をもった合意形成！ 
次世代には「優しさ」を！ 
ピンチをチャンスに！「費用」を「資源」に！ 
お金が無ければ知恵を出そう！ 

誰かに全てを頼るのではなく、一人一人が
少しずつ助け合おう！ 
リーダーシップをもってがんばります！ 
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合意形成を促進すること 
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このシンポジウムの 
目的の一つ 
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人口総数の推移 
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0

総 数 人口密度（人） （人／ｋ㎡）

　　　　　　1966 　　　　1982　1986

埋立市街地
袖ヶ浦
秋　津
香　澄

谷　津
向　山

津田沼
藤　崎
鷺　沼

大久保
泉

本大久保
花咲・屋敷

実籾・新栄
東習志野
実　花

既成市街地

宅地開発

（津田沼）

公団大久保
団地開発

1957

大学誘致
1957

大学誘致
1957

宅地開発

宅地開発 宅地開発

宅地開発

（谷津）

（大久保・泉
本大久保）

（東習志野・実花）

（本大久保・
花咲・屋敷）

宅地開発

（藤崎）

（公団ﾊﾟｰｸﾀｳﾝ
開発）

1987

（袖ヶ浦） （秋津・香澄）

埋立て
1967

埋立て
1978

●
京
葉
道
路

開
通

●
東
関
東
自
動
車

道
路
開
通

●
Ｊ
Ｒ
京
葉
線

開
通
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公共施設の更新サイクル 
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過去の実績投資額

同最近5年平均

単純更新ケース

同50年平均

更新期

モデルケースを想定

・高度成長～バブル期に投資
しその後減少
・５０年経過後に単純更新

公共投資抑制による
現状のイメージ

５０年前 現在

５０年後

対策「３本柱」 
・財源の確保 
・総量の圧縮 
・長寿命化 
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（㎡）

市庁舎 保育所 幼稚園 こども園 こどもセンター 児童会

小学校 中学校 高等学校 教育施設等 青少年施設 生涯学習施設

公民館 図書館 市民会館 福祉・保健施設 スポーツ施設 勤労会館

消防施設 公園 市営住宅 その他

築29年以下 73,383㎡（23%）

新耐震基準（1982年以降） 81,627㎡（25%）旧耐震基準（1981年以前） 235,025㎡（72%）

築30年～55年 250,989㎡（77%）

新耐震基準（1982年以降） 89,347㎡（28%）

公共施設の現状 
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（億円）
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市庁舎・消防施設 保育所 幼稚園 こども園 児童会 こどもセンター
小学校 中学校 高等学校 教育施設等 生涯学習施設 青少年施設
公民館 図書館 市民会館 福祉保健施設 勤労会館 スポーツ施設
公園 市営住宅 その他 前後期平均 通期平均

（億円）

投資的経費実績平均

（公共施設関連）

15億円

更新必要試算（通期平均）

34.7億円

更新必要試算（前期平均）

21.7億円

更新必要試算（後期平均）

30.8億円 更新必要試算（次期平均）

48.7億円
毎年、平均年間38億円が必要 

平成17年～21年の間に公共施設に投資した額 

年間平均 約15億円 

４０％の施設しか更新不可 

  965億円 

事業費の試算 
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総称して長期計画 

実施計画 

基本計画 

基本構想 

文教住宅 
都市憲章 

昭和４５年３月３０日 
        制定 

文教住宅憲章と長期計画の全体像 
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習志野市は、平成３７年度までに 

将来都市像： 
未来のために 
～みんながやさしさでつながるまち～習志野 を目指します。 

この将来都市像を実現させるために 

３つの目標： 
「健康なまち」「快適なまち」「心豊かなまち」 を掲げます。 

そして、この３つの目標を支える為に 

３つの重点プロジェクト： 

「公共施設再生」「財政健全化」「協働型社会の構築」 

に取り組みます。 

自立的都市経営の推進 を図り、 

この自立的都市経営の推進の中でも、特に 



公共施設再生計画 

公共施設再生計画の目的 

１．時代の変化に対応した公共サービスを継続的に提供すること 

２．人口減少社会の中で持続可能な都市経営を実現すること 

３．将来世代に負担を先送りしないこと 

 

目的を達成するための目標 

１．公共施設が適正に維持されること。 

２．公共施設の延床面積を削減し、再生整備に必要な事業費を30％圧縮する。 

  ※ 削減・圧縮率については、今後の公共施設再生計画の計画期間内の 
    環境変化に応じて、適宜見直しを行っていきます。 

３．ファシリティ・マネジメントを導入し、公共施設について事後保全から 
  予防保全に転換し、長寿命化を図りライフサイクルコストを低減する。 

14 
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財源確保 

未利用地の 

売却・貸付 

起債 

総量圧縮 

複合化 

多機能化 

機能統合 

長寿命化 

予防保全 

リノベーション 

ファシリティ・
マネジメント 

再生の手法 
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基本計画（市の総合的な計画） 

平成26（2014）年 
から 

平成31（2019）年 

平成32（2020）年 

から 

平成37（2025）年 

平成38（2026）年 

から 

平成50（2038）年 

前 期 後 期 

公共施設再生計画 

第１期 第２期 第３期 

詳細な内容 見直しの可能性あり 検討の時期を明確化 

計画期間 
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公共施設再生計画は 
リスク対応型計画による 

マネジメント 
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一般財源 国庫補助金 地方債 事業費平均額

（億円）
645億円（現状比67％）

事業費平均

26億円

実績

15億円

現状事業費
38億円

第１期 第２期 第３期

再生計画後の施設量と事業費 



パブリック・コメントは… 
２月１日～２８日です。 

 
詳しくは、 
 広報習志野 または 
 習志野市ホームページ 
 「公共施設の再生」 

をご覧ください。 



お問い合わせは・・・ 

習志野市役所 資産管理課 

仮庁舎（京成津田沼駅前ビル）２階 

電話：０４７－４５３－９３０８ 

メール：zaikan@city.narashino.lg.jp  
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